
議案第８０号 

 

令和５年度鯖江市一般会計補正予算（第７号） 

 

令和５年度鯖江市の一般会計補正予算（第７号）は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ８８７,１００千円を追加し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ３０,１３０,０００千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分および当該区分ごとの金額ならびに補正後の歳

入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

（債務負担行為の補正） 

第２条 債務負担行為の追加は、「第２表 債務負担行為補正」による。 

 

（地方債の補正） 

第３条 地方債の変更は、「第３表 地方債補正」による。 

 

令和５年１１月２９日提出 

 

 

鯖江市長  佐々木 勝 久 
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第１表　　　　歳　入　歳　出　予　算　補　正

歳　入
（単位：千円）

　計　

 12 国庫支出金 4,330,363 2,263 4,332,626

　款　 　項　 　補正前の額　　補　正　額　

2,468,411

  2 国庫補助金 1,846,704 2,080 1,848,784

  1 国庫負担金 2,468,228 183

2,698,445

  1 県負担金 1,029,550 91 1,029,641

 13 県支出金 2,639,891 58,554

1,014,893

  4 県交付金 630,531 1,480 632,011

  2 県補助金 957,910 56,983

1,201,000

  1 寄附金 801,000 400,000 1,201,000

 15 寄附金 801,000 400,000

1,323,207

  1 基金繰入金 1,182,400 70,400 1,252,800

 16 繰入金 1,182,400 140,807

70,407

 17 繰越金 137,600 160,400 298,000

  2 他会計繰入金 0 70,407

298,000

 18 諸収入 733,914 76 733,990

  1 繰越金 137,600 160,400

295,517

 19 市債 1,727,600 125,000 1,852,600

  5 雑入 295,441 76

1,852,600

　　歳入合計　　 29,242,900 887,100 30,130,000

  1 市債 1,727,600 125,000
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歳　出
（単位：千円）

　計　

  1 議会費 244,612 1,048 245,660

　款　 　項　 　補正前の額　　補　正　額　

245,660

  2 総務費 3,032,505 264,026 3,296,531

  1 議会費 244,612 1,048

2,773,676

  2 徴税費 256,633 4,605 261,238

  1 総務管理費 2,526,512 247,164

150,773

  4 選挙費 67,629 280 67,909

  3 戸籍住民基本台帳費 142,464 8,309

13,730

  6 監査委員費 28,549 656 29,205

  5 統計調査費 10,718 3,012

11,489,124

  1 社会福祉費 5,069,493 61,843 5,131,336

  3 民生費 11,188,476 300,648

6,066,805

  3 生活保護費 281,228 3,755 284,983

  2 児童福祉費 5,831,755 235,050

3,307,190

  1 保健衛生費 2,011,730 △1,672 2,010,058

  4 衛生費 3,308,446 △1,256

1,297,132

  5 労働費 61,393 △195 61,198

  2 清掃費 1,296,716 416

61,198

  6 農林水産業費 1,096,164 6,934 1,103,098

  1 労働諸費 61,393 △195

6,934 1,029,614

  7 商工費 1,000,948 △818 1,000,130

  1 農業費 1,022,680

-3- 一般会計



  6 保健体育費 263,715 7,193 270,908

　　歳出合計　　 29,242,900 887,100 30,130,000

  4 幼稚園費 141,079 △8,086 132,993

  5 社会教育費 1,001,003 24,153 1,025,156

  2 小学校費 642,697 4,548 647,245

  3 中学校費 466,265 153,900 620,165

 10 教育費 2,889,094 318,587 3,207,681

  1 教育総務費 374,335 136,879 511,214

  4 都市計画費 408,329 904 409,233

  6 住宅費 109,928 3,814 113,742

  8 土木費 2,864,317 △1,874 2,862,443

  1 土木管理費 161,429 △6,592 154,837

　款　 　項　 　補正前の額　　補　正　額　 　計　

  1 商工費 1,000,948 △818 1,000,130

（単位：千円）
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（追加）

事　　　　　項 期　　間

令 和 ５ 年 度 か ら

令 和 ７ 年 度 ま で

令 和 ５ 年 度 か ら

令 和 ６ 年 度 ま で

令 和 ５ 年 度 か ら

令 和 10年 度 ま で

令 和 ５ 年 度 か ら

令 和 10年 度 ま で

令 和 ５ 年 度 か ら

令 和 ６ 年 度 ま で

令 和 ５ 年 度 か ら

令 和 11年 度 ま で

令 和 ５ 年 度 か ら

令 和 ６ 年 度 ま で

令 和 ５ 年 度 か ら

令 和 10年 度 ま で

令 和 ５ 年 度 か ら

令 和 ６ 年 度 ま で

令 和 ５ 年 度 か ら

令 和 10年 度 ま で

令 和 ５ 年 度 か ら

令 和 10年 度 ま で

令 和 ５ 年 度 か ら

令 和 10年 度 ま で

令 和 ５ 年 度 か ら

令 和 10年 度 ま で

137,200 千円

千円

3,000 千円

千円

78,700 千円

106,190 千円

554,000

健康診査等事業 1,395 千円

戸籍・戸籍附票システム更新・標準化事業 23,650

千円

限度額

第２表　　　債　務　負　担　行　為　補　正

28,740

庁内コミュニケーション基盤運用事業 47,804 千円

市民活動交流センター管理運営事業（指定管理
者）

さばえＳＤＧｓ推進センター管理運営事業（指
定管理者）

健康福祉センター管理運営事業（指定管理者） 100,250 千円

尾花キャンプ場管理運営事業（指定管理者）

嚮陽会館、嚮陽会館前駐車場、ふれあい広場駐
車場管理運営事業（指定管理者）

地域包括支援センター運営事業

ごみ収集等事業 272,589 千円

都市公園等管理運営事業（指定管理者） 633,500 千円

ふれあいみんなの館・さばえ管理運営事業（指
定管理者）

50,835 千円

越前漆器伝統産業会館管理運営事業（指定管理
者）
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限度額 起債の方法 利　　率 償　還　方　法 限度額 起債の方法 利　　率 償　還　方　法 

千円 千円

166,200 〃 〃 〃

291,200 〃 〃 〃社 会 教 育 施 設 整 備 事 業 281,900 〃 〃 〃

中 学 校 施 設 整 備 事 業 51,600 〃 〃 〃

証書借入
または

証券発行
60,600

証書借入
または

証券発行

第３表　　地 方 債 補 正

起債の目的
補正前 補正後

年  5.0％ 以内
(ただし、利率見
直し方式で借り
入れる政府資金
およびその他の
資金について、
利率の見直しを
行った後におい
ては、当該見直
し後の利率)

　政府資金について
は、その融資条件に
より、銀行その他の
場合にはその債権者
と協定するものによ
る。ただし、借入先
の融通条件により償
還年限もしくは償還
方法を変更し、また
は市財政の都合によ
り繰上償還もしくは
低利債に借り換えす
ることができる。

年  5.0％ 以内
(ただし、利率見
直し方式で借り
入れる政府資金
およびその他の
資金について、
利率の見直しを
行った後におい
ては、当該見直
し後の利率)

　政府資金について
は、その融資条件に
より、銀行その他の
場合にはその債権者
と協定するものによ
る。ただし、借入先
の融通条件により償
還年限もしくは償還
方法を変更し、また
は市財政の都合によ
り繰上償還もしくは
低利債に借り換えす
ることができる。

社 会 福 祉 施 設 整 備 事 業 59,500
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１．総　括

△195

 15 寄附金 801,000 400,000 1,201,000

  2 総務費 3,032,505 264,026 3,296,531 264,026

1,182,400

137,600

733,914

1,727,600

140,807

160,400

76

125,000

  5 労働費 61,393

194,687

6,934

  7 商工費 1,000,948 △818 1,000,130 △818

  6 農林水産業費 1,096,164 6,934 1,103,098

 10 教育費 2,889,094 318,587 3,207,681 123,900

△195 61,198

  4 衛生費 3,308,446 △1,256 3,307,190 150 △1,406

1,323,207

298,000

733,990

1,852,600

  3 民生費 11,188,476 300,648 11,489,124 60,667 1,100 238,881

 16 繰入金

 17 繰越金

 18 諸収入

 19 市債

701,283

特定財源

補正額の財源内訳

歳　出

歳入合計　　

補正前の額款

30,130,000887,10029,242,900

国県支出金 地方債 その他

一般財源

60,817

244,612 1,048 245,660

（単位：千円）

  1 議会費 1,048

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書 

歳　入
（単位：千円）

　款　 　補正前の額　 補　正　額　 　計　

歳出合計　　

計補 正 額

 12 国庫支出金 4,330,363 2,263 4,332,626

  8 土木費 2,864,317 △1,874 2,862,443 △1,874

 13 県支出金 2,639,891 58,554 2,698,445

29,242,900 887,100 30,130,000

125,000
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債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての令和４年度末までの支出額 

または支出額の見込および令和５年度以降の支出予定額等に関する調書 
 

（単位：千円） 

事  項 限度額 

令和４年度末 

までの支出額 

令和５年度以降の 

支 出 予 定 額 

左 の 財 源 内 訳 

特 定 財 源 

一般財源 
期間 金額 期間 金額 

国 県 

支出金 
地方債 その他 

嚮陽会館、嚮陽会館前駐

車場、ふれあい広場駐車

場管理運営事業（指定管

理者） 

28,740   

令和５年度 

～ 

令和７年度 

28,740    28,740 

庁内コミュニケーショ

ン基盤運用事業 
47,804   

令和５年度 

～ 

令和６年度 

47,804    47,804 

さばえＳＤＧｓ推進セ

ンター管理運営事業（指

定管理者） 

106,190   

令和５年度 

～ 

令和 10 年度 

106,190    106,190 

市民活動交流センター

管理運営事業（指定管理

者） 

78,700   

令和５年度 

～ 

令和 10 年度 

78,700    78,700 

戸籍・戸籍附票システム

更新・標準化事業 
23,650   

令和５年度 

～ 

令和６年度 

23,650    23,650 

地域包括支援センター

運営事業 
554,000   

令和５年度 

～ 

令和 11 年度 

554,000 319,935   234,065 

健康診査等事業 1,395   

令和５年度 

～ 

令和６年度 

1,395 482  50 863 

健康福祉センター管理

運営事業（指定管理者） 
100,250   

令和５年度 

～ 

令和 10 年度 

100,250    100,250 

ごみ収集等事業 272,589   

令和５年度 

～ 

令和６年度 

272,589    272,589 

ふれあいみんなの館・さ

ばえ管理運営事業（指定

管理者） 

50,835   

令和５年度 

～ 

令和 10 年度 

50,835    50,835 

越前漆器伝統産業会館

管理運営事業（指定管理

者） 

137,200   

令和５年度 

～ 

令和 10 年度 

137,200    137,200 

都市公園等管理運営事

業（指定管理者） 
633,500   

令和５年度 

～ 

令和 10 年度 

633,500    633,500 

尾花キャンプ場管理運

営事業（指定管理者）  
3,000   

令和５年度 

～ 

令和 10 年度 

3,000    3,000 
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(単位　千円)

補正前の額 補 正 額 補正後の額

1 13,200,000 12,648,313 553,400 1,538,600 125,000 1,663,600 1,569,634 13,295,679

1) 総 務 661,589 565,115 27,000 8,400 8,400 126,216 474,299

2) 民 生 999,226 951,383 28,400 59,500 1,100 60,600 90,984 949,399

3) 衛 生 76,219 62,837 259,600 5,800 5,800 13,385 314,852

4) 労 働 22,700 22,700 17 22,683

5) 農 林 1,663,090 1,651,342 67,800 242,100 242,100 158,585 1,802,657

6) 商 工 9,117 8,759 10,800 10,800 546 19,013

7) 土 木 4,202,488 4,165,718 102,300 605,800 605,800 624,344 4,249,474

8) 教 育 4,575,571 4,205,459 68,300 406,200 123,900 530,100 415,557 4,388,302

9) 市場公募債借換債 990,000 1,015,000 200,000 200,000 140,000 1,075,000

2 43,680 37,395 6,285 31,110

3 11,926,776 11,261,025 189,000 189,000 987,977 10,462,048

1) 減収補てん債 194,878 187,138 9,261 177,877

2) 減税補てん債 37,004 17,959 12,167 5,792

3) 臨時財政対策債 11,552,354 10,934,878 189,000 189,000 953,809 10,170,069

4) 退職手当債 142,540 121,050 12,740 108,310

25,170,456 23,946,733 553,400 1,727,600 125,000 1,852,600 2,563,896 23,788,837

災 害 復 旧 債

そ の 他

合 計

地 方 債 の 令 和 ３ 年 度 末 に お け る 現 在 高 な ら び に 令 和 ４ 年 度 末
お よ び 令 和 ５ 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 に 関 す る 調 書

区 分
令和 3年度末
現 在 高

令和 4年度末
現 在 高

令和5年度中増減見込額

令和 5年度末
現在高見込額令 和 4 年度

繰 越 額

令和5年度中起債見込額 令和5年度中
元金償還
見 込 額

普 通 債
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【R5.12補正第7号】10一般会計

職 員 数

（人） 報 酬 給 料
期末手当
支 給 率

　（月分）

寒冷地
手  当

その他の
手  　当

計

8,675

(3.40月分)

31,841

(3.40月分)

その他の
特 別 職

663 27,449 27,449 27,449

計 685 125,160 25,512 40,516 48 191,236 36,396 227,632

8,420

(3.30月分)

31,841

(3.30月分)

その他の
特 別 職

663 27,449 27,449 27,449

計 685 125,160 25,512 40,261 48 190,981 36,442 227,423

その他の
特 別 職

0 0 0 0 0

計 0 0 0 255 0 255 △ 46 209

255

0

209

議　員 0 0

0 255

159,259

00 0

△ 46

補正前

長　等 0 0

議　員 19 97,711

比　較

長　等 3 25,512

129,552 29,707

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

長　等 3 25,512 48

区　　分

給　　　　　　与　　　　　　　費

１　特　別　職 （単位　千円）

共済費

6,689

補正後

議　員

34,235

29,707

6,735

129,552

33,98048

19 97,711

合　計 備　考

40,924

159,259

40,715
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※職員数の（ ）内は、短時間勤務職員数で外書き

※職員数の（ ）内は、短時間勤務職員数で外書き

※職員数の（ ）内は、短時間勤務職員数で外書き

比　  較 0
補 正 前 5,453

補 正 前 174,071 7,345

 
補 正 後 5,453
区　分 退職手当

（単位　千円）

職 員 手 当

の 内 訳

区　分 期末手当 通勤手当 超過勤務手当

補 正 後 184,951 7,545 22,939
22,159

比  　較 10,880 200 780

比  　較
△ 3

38,460 710 11,860 51,030 5,600 56,630
(12)

補 正 前
98

503,609 386,101 209,028 1,098,738 196,584 1,295,322
(432)

補 正 後
95

542,069 386,811 220,888 1,149,768 202,184 1,351,952
(444)

　イ　会計年度任用職員 （単位　千円）

区　分
職員数 　　給　　 与　　 費

共 済 費 合 　計 備   考
　（人） 報　酬 給   料 職員手当 計

0
比　  較 0 0 0 2,068 200 0
補 正 前 1,083 33 76,752 17,737 2,128

補 正 前 64,758 27,918 282,201 232,656 17,026

地域手当
補 正 後 1,083 33 76,752 19,805 2,328 0
区　分 宿日直手当 特殊勤務手当 退職手当 住居手当 管理職員特別勤務手当

（単位　千円）

職 員 手 当

の 内 訳

区　分 管理職手当 扶養手当 期末手当 勤勉手当 通勤手当 超過勤務手当

補 正 後 63,566 29,872 289,039 239,131 16,492 140,351
137,048

比  　較 △ 1,192 1,954 6,838 6,475 △ 534 3,303

比  　較
0

12,959 19,112 32,071 11,400 43,471
(2)

補 正 前
364

1,313,442 859,340 2,172,782 422,920 2,595,702
(10)

補 正 後
364

1,326,401 878,452 2,204,853 434,320 2,639,173
(12)

　ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位　千円）

区　分
職員数 　　給　　 与　　 費

共 済 費 合 　計 備   考
　（人） 給   料 職員手当 計

0
比　  較 0 0 0 2,068 200 0
補 正 前 1,083 33 82,205 17,737 2,128

地域手当
補 正 後 1,083 33 82,205 19,805 2,328 0
区　分 宿日直手当 特殊勤務手当 退職手当 住居手当 管理職員特別勤務手当

24,371 159,207
比  　較 △ 1,192 1,954 17,718 6,475 △ 334 4,083

通勤手当 超過勤務手当

補 正 後 63,566 29,872 473,990 239,131 24,037 163,290
職 員 手 当

の 内 訳

区　分 管理職手当 扶養手当 期末手当 勤勉手当

補 正 前 64,758 27,918 456,272 232,656

83,101 17,000 100,101
(15)

（単位　千円）

3,271,520 619,504 3,891,024
(441)

(456)

補 正 前
462

503,609 1,699,543 1,068,368

補 正 後
459

542,069 1,713,212 1,099,340

比  　較
△ 3

38,460 13,669 30,972

2　一　般　職
　（１）　総　　括 （単位　千円）

区　分
職員数 　　給　　 与　　 費

共 済 費 合 　計 備   考
　（人） 報　酬 給   料 職員手当 計

3,354,621 636,504 3,991,125
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区　分 増 減 額 説 明

(千円) 　 (千円)

給　料 12,959

17,974

その他

補正後 ３７６ 人 人 ３７６ 人

補正前 ３７４ 人 人 ３７４ 人

増　減 ２ 人 人 ２ 人

３１ 人

４ 人

職員手当 19,112

563

制度改定に伴う
増　　減　　分

18,549

そ　の　他　の
増　　減　　分

そ　の　他　の
増　　減　　分

△ 5,015

　令和５年度中採用者数

　令和５年度中退職者数（見込）

昇 給 に 伴 う
増　　加　　分

職員数の異動状況

現に在職する

職 員 数 計 

採用退職者の状況等

　（２）　給料および職員手当の増減額の明細

増 減 事 由 別 内 訳 備　　考

給与改定に伴う
増　　減　　分

　給与改定の状況

　　改定実施時期　令和５年４月
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　　イ　初　　任　　給

　　ウ　級 別 職 員 数

　級　

　級　

　級　

　級　 　級　

　級　 　級　

　級　 　級　

　級　 　級　

　級　 　級　

計 計

　級　

　級　

　級　

　級　 　級　

級 　級　

　級　 　級　

　級　 　級　

　級　 　級　

計 計

　　（級別の標準的な職務内容）

４

３

令和6年1月1日
現　　　　在

２

１

８

７

６

５

８

７０

２.６

０.６

１０.０

１９.８

４７

１１.７

１６.８

２５.１

１３.４

８８

４１

７７

８４

５７

３６４

２

３５

７０

３１

９

　(３）　給料および職員手当の状況

　　ア　職員１人当たり給与

大　学　卒

区　　　　分

147,100～179,600

－

１６６,６００

１９６,２００

１６６,６００

１９６,２００

現　業　職

３１７,４２７

３３０,２６４

　　　　　５４歳２月

区　　　　　　　　　　　　　分 一般行政職

３１２,０５８

３２４,２５０

　　　　　５４歳０月

３３８,８５８

　　　　　４１歳３月

単純労務職（円）

－

151,200～164,000

区　　　分

高　校　卒

２９８,７４８

３２８,０９８

　　　　　４１歳０月

３０５,７００

一般行政職　　(円） 現　業　職　　(円）
一般行政職（円）

国　　の　　制　　度

令和6年1月1日現在

令和5年1月1日現在

　平均給料月額 　（円）

　平均給与月額 　（円）

　平 均 年 齢　  （歳）

　平均給料月額 　（円）

　平均給与月額 　（円）

　平 均 年 齢　  （歳）

５

４

３

令和5年1月1日
現　　　　在

８

７

２

１

６

一　般　行　政　職 現　　業　　職

級 職員数（人） 構成比（％）

１００.０

級 職員数（人） 構成比（％）

１５.７

１００.０

３５１

２.２

０.５

９.６

２

３５

１９.２

８.５

２１.２

２３.１

５ ３ ２７.３

４ ７ ６３.６

１

１１ １００.０

３ １ ９.１

２

５ ３ ２５.０

４ ７ ５８.３

区 分 １級 ２級 ３級 ４級

３ ２ １６.７

２

５９

５級 ６級 ７級 ８級

１

１２ １００.０

課　長 次　長 部　長役　職
主　事
技　師

主　事
技　師

主　任
主　査

課長補佐
主　任

参　事
課長補佐
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　　エ　期末手当・勤勉手当

※（ ）内は、再任用短時間勤務職員の支給率

　　オ　定年退職および勧奨退職に係る退職手当

　　カ　特 殊 勤 務 手 当

  　給料総額に対する比率　（％）

　　支給対象職員の比率　　（％）

　　（令和５年１月１日現在）

住 居 手 当 同

通 勤 手 当 同

代表的な特殊勤務手当の名称 除雪作業手当

　　キ　そ の 他 の 手 当

区　　　　分 国　の　制　度　と　の　異　同 差　　異　　の　　内　　容

扶 養 手 当 同

６月（月分） １２月（月分）

補 正 後 (１.２００)

区　分
支 給 期 別 支 給 率

支給率計
（月分）

職制上の段階
職務の級等に
よる加算措置

備　考

有

　　　　　　

区　　　　　　　　　分 全　　職　　種

０.００２

４．４

補 正 前 有

国の制度

(１.１５０)

(１.２００) 有

国の制度
（支給率等）

２４.５８６８７５ ３３.２７０７５

支給率等

２.３０

２.２０

２.２０

２.２０

２.２０

(１.１５０)

(１.１５０)

(１.１５０) ２.３０

４.５０

４.４０

４.５０

(２.３５)

(２.３０)

(２.３５)

２４.５８６８７５ ３３.２７０７５

区　分
20年勤続の者

（月分）
25年勤続の者

（月分）

特　例　措　置

 （2％～45％加算）

４７.７０９ ４７.７０９

定年前早期退職

備　考

４７.７０９ ４７.７０９

定年前早期退職

特　例　措　置

 （2％～20％加算）

35年勤続の者
（月分）

最高限度
（月分）

その他の
加算措置等
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